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=================================== 

   ～航空局からのお知らせ～  

=================================== 

 

★水上を運航するヘリコプターの安全対策について 

 

 令和２年２月２７日、運輸安全委員会は、平成３０年６月７日にエクセル航空株式会社所属ユーロコプタ

ー式ＡＳ３５０Ｂ３型が、那覇空港を離陸し粟国空港に向け飛行中、那覇空港の北西４１㎞付近海上におい

て、海上に不時着水して海中に水没した航空事故に係る航空事故調査報告書を公表しました。【参考１】 

 

 同報告書によれば、本事故は、同機が飛行中、メインローターの回転数が低下し、飛行高度を維持できな

くなったため、過大な速度及び降下率で海上に不時着水し、機体が損傷し水没したものと考えられるとして

います。メインローターの回転数が低下したことについては、エンジンの系統に何らかの不具合が発生した

可能性は考えられるが、不具合の発生箇所及び原因を特定することはできなかったとしています。また、本

事故において、同機は非常着水において、過大な降下率のまま海上に不時着水し、緊急フロート及び機体を

損傷して水没したものと推定され、機長は、救命胴衣を装着できなかったため、海上に浮遊していた緊急フ

ロートにつかまり救助を待ち、飛行中の救難ヘリコプターによって、墜落１３分後に発見され救助されたと

しています。 

 

 これを受け、運輸安全委員会は、緊急フロートを有効に機能させ、安定した着水を行うためには、機体の

速度及び降下率を十分に減少させる必要があるとともに、本事故のように条件が満たされない状況下では、

安定した着水が困難となり、搭乗者が救命胴衣を着用して機外へ脱出する時間的余裕が十分にないことが予

想されるとして、国土交通大臣（航空局）あてに安全向上策として、運航者に対し、陸岸からオートローテ

ーション距離を超えてヘリコプターの水上運航を行う際には、搭乗者全員が救命胴衣を着用することを求め

ることについて検討するよう勧告しました。 

 

 航空局では、航空法（昭和２７年法律第２３１号）第６２条及び航空法施行規則（昭和２７年運輸省令第

５６号）第１５０条の規定により、水上を運航するヘリコプターについては緊急フロートの装備及び搭乗者

全員分の救命胴衣の配備を義務付けているところですが、当該勧告を受けて、水上を運航するヘリコプター

の安全確保を図るため、関係団体等に対して速やかに本事故調査報告書の内容を周知するとともに、必要な

安全対策の確実な実施の徹底をお願いしたところです。【参考２】 

 

 加えて、同勧告を踏まえて、令和２年７月３１日付けで航空運送事業者に対して単発のヘリコプターが陸

岸からオートローテーション距離を超えて水上を飛行する場合における搭乗者全員に対する救命胴衣の着用

を義務化しました。【参考３】 

 ヘリコプターを運航される方におかれましては、緊急用フロートの装備状況及び救命胴衣の配置状況を再

確認し、緊急着水時の手順等を改めて確認し遵守するとともに、陸岸からオートローテーション距離を超え

て水上を飛行する場合には、搭乗者全員が救命胴衣を着用するようお願いいたします。 

 

【参考１】航空事故調査報告書（運輸安全委員会ホームページより） 

https://www.mlit.go.jp/jtsb/aircraft/rep-acci/AA2020-1-1-JA350D.pdf 

 



   

【参考２】航空局報道発表資料（航空局ホームページより） 

https://www.mlit.go.jp/report/press/kouku10_hh_000187.html 

 

【参考３】運航規程審査要領細則（令和２年７月３１日最終改正、国空航第１３３４号） 

https://safetyp.cab.mlit.go.jp/wp-content/uploads/2020/08/FS104-03-R020731.pdf 
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